
意見書第５号 

ＴＰＰ交渉参加に反対する意見書 

 政府は昨年11月9日、包括的経済連携に関する基本方針を閣議決定し、この中でＴＰ

Ｐ（環太平洋戦略的経済連携協定）については、交渉参加が検討されてきた。 

 今日の農林水産業を取り巻く状況は、担い手の減少や高齢化の進行、耕作放棄地の

増加、水産資源の減少、価格の低迷など構造的な問題を抱え非常に厳しい状況の中、

国民に安全安心な食料を供給するのみではなく、国土や自然環境の保全、伝統文化の

継承、国境監視など多面的な機能を有しており、国家の安定的発展に大きな役割を果

たしている。 

 また、我が国は戦後最大の自然災害となった東日本大震災に見舞われ、将来に向け

ての大きな教訓を得た。食料安全保障もその一つであり、一般的な食料供給不足を経

験し、貿易に過度に依存するのではなく、地域・国内で食料生産を行うことが重要で

あるかを多くの国民が再認識した。例外なき関税撤廃を原則とするＴＰＰは食料供給

を海外に依存し国土を荒廃させるものであり、国内農業や地域経済の振興とは両立で

きるものではない。 

 現在、日本の食料自給率は先進国の中でも最低水準の３９％と低迷する食料自給で

あり、国は2020年までに５０％まで引き上げる事を柱とした新たな「食料・農業・農

村基本計画」を昨年3月に閣議決定しているが、その事とも相反するものである。 

他産業で貿易自由化の流れで一定の効果が想定されるが、完全自由化に対応できる

ほど構造改革が進んでいない農林水産業の生産額や食料自給率は大幅に低下し、さら

には農山漁村が有している多面的機能が損なわれ、国民生活に多大の犠牲を強いる事

になる。 

よって、政府におかれては環太平洋戦略的経済連携協定（ＴＰＰ）交渉参加につい

ては、その影響が大きい第1次産業等の強化策など国民の合意を得られるよう、その道

筋を示すべきである。政府はＴＰＰ交渉に参加しないことを直ちに明確に表明するよ

う強く要望する。 

 

 以上、地方自治法第 99条の規定により、意見書を提出する。 
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